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１ その他の議案

(１) 条例案

① 職員の給与に関する条例及び一般職の任期付研究員の採用等に関する条例の一部を改正する条例 （人事課）

ア 改正の理由

令和５年１０月１０日付けの人事委員会勧告に鑑み、本県の一般職の職員の給与について改定を行う必要がある。

イ 改正の概要

(ア) 職員の給与に関する条例の一部改正

ａ 給料表の改定

全ての給料表について、若年層に重点を置きながら全ての号俸において給料月額を引き上げるとともに、定年前再任用

短時間勤務職員の全ての基準給料月額を引き上げることとする。

ｂ 諸手当の改定

(ａ) 初任給調整手当について、医療職給料表（一）の適用を受ける医師及び歯科医師に対する支給月額の限度額を

４１万５,６００円に引き上げることとする。
(ｂ) 通勤手当について、交通機関等利用者に対する運賃等相当額の全額支給の限度額及び運賃等相当額が全額支給の

限度額を超えるときに加算することとされている２分の１加算の限度額に関する規定を廃止することとする。

(ｃ) 期末手当について、１２月期の支給割合を１００分の１２５（特定幹部職員にあっては、１００分の１０５）と

することとし、また、定年前再任用短時間勤務職員について、１２月期の支給割合を１００分の７０（特定幹部職員

にあっては、１００分の６０）とすることとする。

(ｄ) 期末手当について、６月期及び１２月期の支給割合を１００分の１２２．５（特定幹部職員にあっては、１００

分の１０２．５）とすることとし、また、定年前再任用短時間勤務職員について、６月期及び１２月期の支給割合

を１００分の６８．７５（特定幹部職員にあっては、１００分の５８．７５）とすることとする。

(ｅ) 勤勉手当について、１２月期の支給割合を１００分の１０５（特定幹部職員にあっては、１００分の１２５）と

することとし、また、定年前再任用短時間勤務職員について、１２月期の支給割合を１００分の５０（特定幹部職員

にあっては、１００分の６０）とすることとする。
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(ｆ) 勤勉手当について、６月期及び１２月期の支給割合を１００分の１０２．５（特定幹部職員にあっては、１００

分の１２２．５）とすることとし、また、定年前再任用短時間勤務職員について、６月期及び１２月期の支給割合

を１００分の４８．７５（特定幹部職員にあっては、１００分の５８．７５）とすることとする。

(イ) 一般職の任期付研究員の採用等に関する条例の一部改正

ａ 給料表の改定

第一号任期付研究員に適用する給料表及び第二号任期付研究員に適用する給料表について、全ての号俸において給料

月額を引き上げることとする。

ｂ 期末手当の改定

(ａ) １２月期の支給割合を１００分の１７５とすることとする。

(ｂ) ６月期及び１２月期の支給割合を１００分の１７０とすることとする。

ウ 施行期日等

(ア) この条例は、公布の日から施行することとする。ただし、イの(ア)のｂの(ｄ)、(ア)のｂの(ｆ)及び(イ)のｂの(ｂ)については、

令和６年４月１日から施行することとする。

(イ) イの(ア)のａ、(ア)のｂの(ａ)及び(イ)のａについては令和５年４月１日から、イの(ア)のｂの(ｂ)については令和５年６月１日から、

イの(ア)のｂの(ｃ)、(ア)のｂの(ｅ)及び(イ)のｂの(ａ)については令和５年１２月１日から適用することとする。
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② 知事等の給与に関する条例の一部を改正する条例 （人事課）

ア 改正の理由

特別職の国家公務員の期末手当の改定に鑑み、知事等の期末手当についても同様の改定を行う必要がある。

イ 改正の概要

(ア) 期末手当について、１２月期の支給割合を１００分の１７５とすることとする。

(イ) 期末手当について、６月期及び１２月期の支給割合を１００分の１７０とすることとする。

ウ 施行期日等

(ア) この条例は、公布の日から施行することとする。ただし、イの(イ)については、令和６年４月１日から施行することとする。

(イ) イの(ア)については、令和５年１２月１日から適用することとする。

③ 職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 （人事課）

ア 改正の理由

会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例等の一部が改正され、会計年度任用職員に対し、勤勉手当を支給すること

とされることに伴い、所要の整備を行う必要がある。

イ 改正の概要

勤勉手当の基準日に育児休業をしている会計年度任用職員のうち、基準日以前６箇月以内の期間において勤務した期間がある

ものに対し、当該基準日に係る勤勉手当を支給することとする。

ウ 施行期日

この条例は、令和６年４月１日から施行することとする。
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④ 会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例 （人事課）

ア 改正の理由

職員の給与に関する条例の一部が改正され、期末手当及び勤勉手当が改定されることに鑑み、常勤職員の給与との均衡を

考慮し、会計年度任用職員の期末手当について改定を行うとともに、地方自治法等の一部が改正されたことに鑑み、会計年度

任用職員の勤勉手当の支給に関し必要な事項を定める等の必要がある。

イ 改正の概要

(ア) 期末手当について、１２月期の支給割合を１００分の１３２．５とすることとする。

(イ) 会計年度任用職員に適用される①の職員の給与に関する条例及び一般職の任期付研究員の採用等に関する条例の一部を

改正する条例による改正後の給料表については、令和５年４月１日から適用することとする。

(ウ) 期末手当の支給割合は、常勤職員の例によることとする。

(エ) 勤勉手当の支給に関し必要な事項を定めることとする。

(オ) その他所要の整備を行うこととする。

ウ 施行期日等

(ア) この条例は、公布の日から施行することとする。ただし、イの(ウ)、(エ)及び(オ)については、令和６年４月１日から

施行することとする。

(イ) イの(ア)については、令和５年１２月１日から適用することとする。
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